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【はじめに】

労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

「腰痛」は、最もありふれた症状です。
WHOを含む７つの世界主要機関による最新の調査報告（世界の疾病負担

研究：Global Burden of Disease Study）によると、生活に支障を与える
疾患の第１位は腰痛であり（Vos T, et al. 2012）、厚生労働省が公表する
「業務上疾病等発生状況等調査」によると、腰痛は仕事（作業）が原因
で休んだ疾病の第１位でもあります。

多くの人が経験しうるいわゆる「腰痛症」は、現在の世界標準の分類
では「非特異的腰痛」と呼ばれています（図１）。医師の診察や画像診
断により原因疾患が特定できる「特異的腰痛」に対し、「非特異的腰
痛」は、わかりやすく言えば“よくわからない”という意味です。

医師が診断の拠り所としていた画像検査が非特異的腰痛に対しては有
意義でないことが明らかになっていますが、病因を的確に突き詰めるこ
とが難しいため、治療や予防対策が確立しきれない現状が続いています。
今、皆さんが頭に思い浮かぶ腰痛の治療法や予防法は何でしょうか？

もし、その方法が意義のある優れたものであったら、きっと職場を含
む世の中の腰痛は、確実に減ってきているはずです。しかし、現実はそむ世の中の腰痛は、確実に減ってきているはずです。しかし、現実はそ
うではありません。ですので、腰痛に対する「今までのあなたの常識や
イメージ」をリセットしてみませんか。

図１ 腰痛の原因

松平浩著 「新しい腰痛対策Q&A21」（公財）産業医学振興財団,2012 より引用転載
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【腰痛の実態】

労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

本研究で2011年に行った全国約６万５千人を対象とした大規模イン
ターネット調査では、腰痛を一生のうちに経験する人の割合は83%でした。
腰痛で社会活動（仕事など）を休んだことのある方が４人に１人、４日
以上連続して休んだ方は１０人に１人いらっしゃいました（図２）。

図２ 本研究での調査結果

(Fujii T, Matsudaira K. Eur Spine J, 2013)

【腰痛の診断で最も重要なのは…】
腰痛を診断する際に最も大事

なのは、特異的腰痛であるか否
かを的確に判断することです。
特に、感染性脊椎炎やがんの脊
椎転移、大動脈疾患など、重篤
な病気が原因の場合があるから
です。

主だった特異的腰痛の見逃し
を防止するポイントをわかりや
すくまとめたのが（表１）です。
このうち１つでも該当すれば、
原因疾患がある可能性が高いと
考え、さらに詳しい検査へと進
めていきます。

①①①① 転倒などの後に痛み出し、日常生活に支障が出る転倒などの後に痛み出し、日常生活に支障が出る転倒などの後に痛み出し、日常生活に支障が出る転倒などの後に痛み出し、日常生活に支障が出る
→骨折の可能性

②②②② 横になってじっとしていても疼く横になってじっとしていても疼く横になってじっとしていても疼く横になってじっとしていても疼く
→重篤な病気が原因の可能性

③③③③ 鎮痛薬を１ヵ月使っても痛みがとれない鎮痛薬を１ヵ月使っても痛みがとれない鎮痛薬を１ヵ月使っても痛みがとれない鎮痛薬を１ヵ月使っても痛みがとれない
→同じく重篤な病気が原因の可能性

④④④④ 痛みやしびれがお尻から膝下まで広がる痛みやしびれがお尻から膝下まで広がる痛みやしびれがお尻から膝下まで広がる痛みやしびれがお尻から膝下まで広がる
→神経症状の可能性
　　（主に腰椎椎間板ヘルニアか腰部脊柱管狭窄症）

⑤⑤⑤⑤ 肛門、性器周辺が熱くなる、しびれる、または尿が出にくい肛門、性器周辺が熱くなる、しびれる、または尿が出にくい肛門、性器周辺が熱くなる、しびれる、または尿が出にくい肛門、性器周辺が熱くなる、しびれる、または尿が出にくい
→馬尾障害の可能性
　　（主に重症の腰部脊柱管狭窄症、まれに椎間板ヘルニア）

⑥⑥⑥⑥ つま先が床につかないように持ち上げてかかとだけでつま先が床につかないように持ち上げてかかとだけでつま先が床につかないように持ち上げてかかとだけでつま先が床につかないように持ち上げてかかとだけで
歩くことが難しいなど、足の脱力がある歩くことが難しいなど、足の脱力がある歩くことが難しいなど、足の脱力がある歩くことが難しいなど、足の脱力がある
→筋力低下
　　（重症の椎間板ヘルニアか脊柱管狭窄症、加えて脳や脊髄の病気も

　　　疑う必要あり）

表１ 特異的腰痛の見極めチェック表

松平浩,小西宏昭,三好光太,笠原諭著 「ホントの腰痛対策を知ってみませんか」
（公財）労災保険情報センター,2013 より引用転載

松平浩著 「新しい腰痛対策Q&A21」（公財）産業医学振興財団,2012 より引用転載
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労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

【非特異的腰痛と画像診断】
画像検査の結果から医師が患者さんに対し、「骨が変形している」

「椎間板が詰まっている（傷んでいる）」「（骨の）ズレがある」「ヘ
ルニアがある」などと何気なく説明することがありますが、このような
画像所見のほとんどは腰痛の直接的な原因を説明出来ないばかりか、今
後腰痛で困るかどうかといった予後判定にもならないということです。

逆に、こうした説明を聞いた患者さんは、自分の腰に対するネガティ
ブなイメージが強くなり、腰痛に対する不安や悲観的な考えを強めると
ともに、身体を動かすことへの恐怖感が強まることもわかっています。
専門的には「恐怖回避思考」といわれるものです（図３）。

腰痛が慢性・難治化する黄信号と呼ばれる要因の代表格です。恐怖回
避思考が強くなると、日常生活において、何かというと「腰痛があるか
ら」と体を動かさなくなるなど、活動性が次第に低下してきます。こう
して腰を大事にし過ぎることがかえって予後に悪影響を及ぼすことがわ
かっています。ですから、非特異的腰痛の患者さんに画像検査を行った
場合には、「骨や椎間板の変化をとらえることはできるものの、現状で
は、起こってい
る症状の理由を 図３ 腰痛の「恐怖回避思考モデル」る症状の理由を
それによってす
べて説明できる
わけではないこ
と」「非特異的
腰痛は信号でい
えば“青”、つ
まり心配する病
気のない腰痛で
あり、画像の結
果にとらわれる
必要はないこと」
と医師が患者さん
に安心感を与える
説明をすることが
極めて重要なの
です。

図３ 腰痛の「恐怖回避思考モデル」
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労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

【非特異的腰痛のリスク因子】
非特異的腰痛のリスク要因としては、従来、「重い荷物を持つ」「姿

勢の悪さ」など、腰自体への負担によるものが重要視されてきました。
しかしながら、これを踏まえた対策を打っても、思ったほど成果は上が
りませんでした。

一方、特に欧米で研究を重ねられた結果、非特異的腰痛が発症したり
慢性化したりするリスク要因として、腰自体への負担に関わる問題に加
え、様々な心理社会的要因が重要なことが明らかになってきました。特
に難治化する要因の多くが、心理社会的要因であることがわかってきま
した。

日本においてもこうした世界の腰痛研究事情を踏まえ、考え方が大き
く変わりつつあります。腰痛診療ガイドライン2012においても疫学に関
する最もエビデンスレベルの高い項目として「発症と遷延（病気が長引
くこと）に心理社会的要因が関与」というものが挙げられています。
その結果、最近、マスメディアでも「腰痛の一因にストレス」といった
記事が多く見られるようになりました。

日本では、西欧諸国と比べ心理社会的要因にも配慮した腰痛のリスク日本では、西欧諸国と比べ心理社会的要因にも配慮した腰痛のリスク
因子を調べる質の高い疫学研究があまり行われてきませんでした。

そこで私たちは、今まで日本の勤労者を対象として、きちんとした方
法に基づいたふたつの疫学研究を行ってきました。
図４は、本研究

で今まで得られた
知見をまとめたも
のです。

つまり、仕事に
支障をきたすほど
の腰痛が新たに発
症することにも、
慢性化してしまう
ことにも、腰への
負担にかかわる問
題と心理社会的な
問題の両方とも重
要なリスク因子で
あることがわかり
ました。

図4 支障度の高い腰痛の危険因子
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労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

【非特異的腰痛が発症したり慢性
化する具体的なメカニズムは？】

「非特異的」とは、相手の正体が「よくわからない」という意味だと
説明しました。しかし、「腰痛の多くを占める非特異的腰痛は、よくわ
からない」と屈し、相手の正体を見極めぬまま具体的かつ有益な対策が
打てるはずがありません。

そこで私たちは、前述したリスク因子の結果や長年の臨床経験を踏ま
え、次のような非特異的腰痛の捉え方を提案するに至りました。

具体的には、「現状では原因不明とされてしまう非特異的腰痛の多く
が、脊椎を主とする運動器と脳、両方の不具合が共存した状態」という
捉え方です。ここで言う不具合とは、専門的には通常の検査では視覚化
できず捉えにくい不具合（dysfunction：機能的な異常）のことで、基本的
には可逆的です。「不良姿勢や持ち上げ動作によるメカニカル（機械
的）なストレスが運動器（脊椎）の不具合（椎間板内の髄核のズレな
ど）をもたらし（図５①）、仕事への不満や周囲のサポート不足、人間
関係のストレス、さらには痛みへの不安や恐怖といった心理社会的問題
に伴う 精神的ストレスが脳機能の図5 原因（メカニズム）と危険因子

不具合（中脳辺縁系での
dopamine system の
dysfunctionなど）を起こすこ
とがある（図５②）、脳機
能の不具合の結果として、
うつ状態や身体化徴候とい
う自律神経失調症等の機能
的な症状を生じる、というメ
カニズムです。両方の不具
合は、しばしば共存し、その
共存する割合は同じ人でも
ばく露される環境因子（メカ
ニカル及び精神的ストレス
の状況）に依存する」という
理論で腰痛を捉えるように
すると“よくわからない非特
異的腰痛”の正体が見えや
すくなる、言い換えれば対
策を講じやすくなる感触を
得ています。松平浩,小西宏昭,三好光太,笠原諭著 「ホントの腰痛対策を知ってみませんか」

（公財）労災保険情報センター,2013 より引用転載
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労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

図６は、私たちの「非特異的腰痛の新たな視点に立った解釈」をシンプ
ルにまとめたマニュアルからの抜粋です。原因１と原因２は、同じ日に起
こりうるという前提で対策を準備しておくことが肝要です。

なお、私たちは心的ストレスを抱えた状態で持ち上げ作業をすると、作
業時の姿勢バランスが微妙に乱れて椎間板への負担が高まる（“ぎっくり
腰”といった脊椎の不具合を起こしやすくなる）ことを示唆する興味深い
知見を得ています（図５③，Katsuhira J, Matsudaira K, et al., 2013）。

図６ まず、腰痛が起こる代表的な２つの原因をしっかりと理解しましょう！
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労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

【シンプルかつ簡便な非特異的腰痛の予防策】
前述した２つの原因別の予防策をかいつまんで紹介します。

まずは、脊椎の不具合を放置しない“これだけ体操”です。ニュー
ジーランドの優れた理学療法士Robin McKenzie氏が構築した椎間板内の
髄核移動に着目した理論モデルを基本にした図７をご覧ください。

たとえば、「猫背姿勢や前かがみ作業が続いたら髄核が少し後ろにず
れた」とイメージしてください。後ろに大きくずれた状態が“ぎっくり
腰”や“椎間板ヘルニア”です（図６右上）。

そこで、それを直す方法が“これだけ体操”です。前かがみ作業が多
い介護労働者の方々が勤務中に「立位で腰を反らすこれだけ体操」を行
う仕組みを作っていただくことにより、職場の腰痛状況を改善すること
ができました。

なお、腰を痛めない方法として、パワーポジション（重量挙げ選手が
バーベルを持ち上げる姿勢、あるいはバレーボール選手がレシーブする
時の基本姿勢をイメージ、図８）と、くしゃみをする瞬間に机や膝など

図７ 日常生活及び労働現場でのシンプルな予防体操“これだけ体操”

松平浩：日本医事新報No.4058,2013、季刊ろうさいVol.18,2013 より引用転載
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労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

どこかに手をつくことがあります（図９）。瞬間的に椎間板にかかる負
担を減らす簡便な工夫です。

図８ ぎっくり腰を予防するパワーポジション

図９ くしゃみや咳をする時の
工夫（姿勢）

一方、脳機能の不具合を起こさないためには、ストレスの上手な対処
と脳機能を整える具体的な方法を準備しておくとよいでしょう。キー
ワードはドーパミン（dopamine）やセロトニン（serotonin）で、これらの

松平浩,小西宏昭,三好光太,笠原諭著 「ホントの腰痛対策を知ってみませんか」
（公財）労災保険情報センター,2013 より引用転載

ワードはドーパミン（dopamine）やセロトニン（serotonin）で、これらの
脳内での分泌具合をイメージするとよいでしょう（図10）。

図10 脳機能の不具合対策（セルフコントロール法）
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労災疾病等13分野研究・開発、普及事業

表２にエビデンスレベルの高い項目のみ列挙しました。ポイントとし
ては、腰痛指導の基本であった“安静指示”は適切とは言えないこと、
運動と認知行動療法が有益なことが挙げられます。

腰ベルト（コルセット）
が治療手段として強く勧め
るだけの医学的根拠がない
こといも覚えておくとよい
でしょう。コルセットの常
用は先述した恐怖回避思考
の現れであり、腰を痛めな
い方法を身につけて安静と
コルセットに依存しない腰
痛対策が21世紀型であると
考えています。

【エビデンスのある非特異的腰痛の治療】

急性非特異的腰痛
●患者を安心させる
●活動を維持するよう助言する
●安静臥床は勧めない
●アセトアミノフェン、NSAIDs（非ステロイド性
抗炎症薬）を使用
（アセトアミノフェンでは肝障害、NSAIDsでは

消化管潰瘍や腎障害といったリスクに十分注
意する）

慢性非特異的腰痛
●運動療法
●認知行動療法

表２

海外の作業関連性腰痛に係る系統的レビュー（Waddell G, Burton
AK, 2001）では、「腰痛を患っても、できる範囲で普段の活動性を維
持したほうが痛みは早く改善しやすく、休業期間が短縮し、再発予防に
も効果的である」という情報が明記されています。西欧諸国の急性腰痛
の診療ガイドラインの多くは、3日以上の安静臥床を保たないことを推
奨しています（Koes BW, et al, 2010）。したがって、今後、非特異
的腰痛の勤労者に対する産業衛生的指導としては、「痛みがあっても心
配せずできるだけ普段どおりに仕事や生活をしましょう」という安心感
と希望を与える方向へ転換したほうが、社会的労働損失という観点でも
望ましいといえるでしょう。もっとも、仕事に支障をきたす非特異的腰
痛の原因には脳機能の不具合が主因の場合もあるため、いくつかの身体
化徴候を伴うなど、腰痛だけでなく過度の疲労やストレスが蓄積してい
ると判断できる勤労者に対しては、適度な休養も必要です。ただしそれ
は、“腰痛のために休ませる”のではなく、“ストレスや疲労（腰痛は
その中の1症状）を回復してもらうために休ませる”という認識でリフ
レッシュを兼ねた十分な休養を与えることが肝要と考えています。

◆◆◆◆コラムコラムコラムコラム①◆①◆①◆①◆ 腰痛腰痛腰痛腰痛とととと休業休業休業休業へのへのへのへの提言提言提言提言
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さて、公衆衛生や産業保健領域の予防の概念を取り入れて、非特異的
腰痛の対策を考えてみると、以下のようになるのではないでしょうか。

① 現在腰痛がない人を、再発も含め腰痛が起こらないようにする対

【おわりに】

腰痛診療ガイドライン2012で、その有用性が明記されたものの、整
形外科や産業保健の現場で行われる現状にはありません。その理由とし
て、その知識や経験を持つ人材がほとんどいないこと、診療報酬として
請求できないこと、などが挙げられます。今後は、医療界も厚生労働省
も、診療ガイドラインでの提言と現状との乖離を埋める取り組みを行っ
ていく必要があるでしょう。

◆◆◆◆コラムコラムコラムコラム②◆②◆②◆②◆
我我我我がががが国国国国のののの腰痛腰痛腰痛腰痛にににに対対対対するするするする認知行動療法認知行動療法認知行動療法認知行動療法のののの現状現状現状現状

① 現在腰痛がない人を、再発も含め腰痛が起こらないようにする対
策。そして、軽い「腰痛持ち」の人には、少なくとも仕事を休むよ
うな重症な状態にさせない対策（１次・２次予防）。

② すでに日常生活や仕事に支障をきたしていたり、仕事を休んでし
まっている人には、セルフコントロールできるレベルにする対策
（３次予防）。

それには、まず“相手を見極める”ことが重要です。ストレスへの
１・２次予防対策や認知行動療法を含む３次予防対策の実際など脳機能
の不具合も念頭に置いた私たちの提案にご興味をもたれた方は、労災保
険情報センター発行の『ホントの腰痛対策を知ってみませんか』をご参
照いただけると幸いです。

本稿は、公益財団法人労災保険情報センター発行の「季刊ろうさい Vol.18

（2013年夏号）」に掲載された「特集 知っておきたい腰痛の知識2013」を、
一部加筆・修正したものです。
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本研究は、独立行政法人労働者健康福祉機構 労災疾病等13分野医学研究・
開発、普及事業により行われた。
※ 「身体等への過度の負担による筋・骨格系疾患分野」

テーマ：職場における腰痛の発症要因の解明に係る研究・開発、普及
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